
令和元年●月●日 

横浜市長 林 文 子  様 

金沢区米軍施設・区域返還跡地利用対策協議会 

会 長  横 井 正 巳 

池子住宅地区及び海軍補助施設（横浜市域）における 

住宅等建設の取り止めに際して（要望） 

はじめに 

今回の要望書は、平成 30 年 11 月 20 日、当協議会に対し、国から「神奈川県内の米軍施設・

区域の整理等について」により、池子住宅地区及び海軍補助施設（横浜市域）における住宅等

の建設を取り止めると説明されたことを受け、現時点における地元意見を踏まえ、協議会の要

望としてまとめたものです。 

横浜市においては、私たち金沢区民の思い、これまでの経緯をあらためて深く受け止め、国

との調整に取り組んでいただきたいと思います。 

要望書を提出する趣旨 

私たちは、平成 15 年に国から横浜市に池子地区での住宅建設計画に関する意見照会が行わ

れたことを契機に、金沢区内の米軍施設の早期全面返還を目指す「池子(横浜市分)接収地返還

促進金沢区民協議会」とは別に住宅等建設への対応を集中して検討するためこの協議会を立ち

上げ、地域の非常に重い課題として真剣に議論を交わし、横浜市を通じて国に意見を伝えてき

ました。今回の住宅等の建設取り止めは、建設による弊害がなくなることから、協議会として

も歓迎するものではあります。 

しかし、この建設取り止めは、正式に申し入れがあった平成 16 年当時、どうしても必要であ

るとされていた住宅建設戸数が二度にわたり縮減され、遂に中止に至ったものです。その間の

国の対応においては、当協議会の要望に対する回答は具体性を欠き、直近の要望へは回答自体

がなく３年以上が経過するといったものでした。 

この 14 年間、住宅等建設を受け入れざるを得ない私たちの苦悩は大変大きいだけでなく、こ

のように、計画案が変更される都度、大きく振り回されることともなりました。国には私たち

金沢区民に不要な負担をかけ続けてきたとあらためて認識していただきたいと思います。国か

らの住宅等の建設取り止めの知らせにあたり、このような思いのもと、地元の総意として現時

点における要望を述べるものです。 

（案） 
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１ 将来的な住宅等の建設について 

住宅等の建設が取り止めとなった以上、横浜市域において住宅等建設が再度計画されるこ

とのないよう強く求めます。 

 

 

 

 

２ 飛び地を含む横浜市域の返還について 

  住宅等の建設取り止めを踏まえ、飛び地を含む池子住宅地区及び海軍補助施設（横浜市域）

の返還を求めます。 

特に、飛び地については平成 16 年の日米合意において、返還方針が既に合意されていま

す。しかし、今回見直された日米合意では、住宅等の建設が取り止められたにもかかわらず、

飛び地の返還については触れられておらず、深い失望を禁じ得ません。 

住宅等の建設が取り止めとなった以上、飛び地については、速やかに返還されるべきです。

横浜市においては、状況の変化を踏まえ、横浜市域の返還について国と調整いただくととも

に、飛び地については早期返還が実現するよう国と調整してください。 

 

 

 

 

３ 飛び地の早急な利用開始への全面的な協力について 

飛び地を含む池子住宅地区及び海軍補助施設（横浜市域）の一部は既に広域避難場所とし

て指定されていますが、フェンスに囲まれ厳重に施錠されており、万が一の際、実際に使用

できるか疑問です。平成 30 年 11 月 20 日の協議会においても、国から具体的な説明はありま

せんでした。 

そこで、特に飛び地については、これまで重ねて要望してきたとおり、発災時には広域避

難場所として速やかに使用できるよう、その機能や設備の確保・運用について、国と調整し

てください。 

 

 

 

 

４ 住民への情報提供について 

これまでの経緯を踏まえ、国からの回答については、適切な期間内に書面による回答を希

望します。加えて、この要望の実現に向けた取組の進捗について、定期的に協議会に説明し

ていただくとともに、必要に応じて、適宜、国に出席を求めてください。 
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現⾏ 改正後

（趣旨）
第１条 池⼦住宅地区及び海軍補助施設の横浜市域に
おける⽶軍住宅及びその⽀援施設の建設に伴う周辺地
域への影響や、富岡倉庫地区並びに旧⼩柴貯油施設の
陸地部分全域及び制限⽔域の⼀部並びに池⼦住宅地区
及び海軍補助施設の横浜市域の⾶び地部分の返還に係
る跡地利⽤等について協議し、地元の意⾒・要望を関
係機関に対し適時・的確に伝えることにより、地元の
意向を最⼤限に反映させることを⽬的とする。

（趣旨）
第１条 池⼦住宅地区及び海軍補助施設の横浜市域に
おける⾶び地部分の返還に係る跡地利⽤等や、旧⼩柴
貯油施設の陸地部分全域及び制限⽔域の⼀部並びに旧
富岡倉庫地区に係る跡地利⽤等について協議し、地元
の意⾒・要望を関係機関に対し適時・的確に伝えるこ
とにより、地元の意向を最⼤限に反映させることを⽬
的とする。

（名称）
第２条 本会は、⾦沢区⽶軍施設建設・返還跡地利⽤
対策協議会（以下「協議会」という。）という。

（名称）
第２条 本会は、⾦沢区⽶軍施設・区域返還跡地利⽤
対策協議会（以下「協議会」という。）という。

第３条〜第７条 省略 第３条〜第７条 省略

以下省略 以下省略

（部会）
第８条 個々の課題について詳細な協議を⾏うため、
協議会に次の部会を置く。
（１）施設等建設対策部会
（２）跡地利⽤検討部会
２ 施設等建設対策部会は、池⼦地区に隣接する地区
連合町内会⻑、単位町内会⻑等で構成し、池⼦住宅地
区及び海軍補助施設の横浜市域における施設等建設及
び⾶び地部分の跡地利⽤に関する諸課題について協議
を⾏い、その結果について協議会に報告する。
３ 跡地利⽤検討部会は、⼩柴、富岡地区に隣接する
地区連合町内会⻑、単位町内会⻑等で構成し、旧⼩柴
貯油施設の陸地部分全域及び制限⽔域の⼀部並びに富
岡倉庫地区の返還に関する諸課題について協議を⾏
い、その結果について協議会に報告する。
４ 部会⻑は、副会⻑をもって充てる。但し、会⻑が
部会⻑を兼ねることができるものとする。

（部会）
第８条 個々の課題について詳細な協議を⾏う必要が
あるときは、協議会に部会を置くことができる。
 削除
 削除
２ 削除

３ 削除

４ 削除

⾦沢区⽶軍施設建設・返還跡地利⽤対策協議会設置要綱（平成16年12⽉３⽇施⾏）新旧対照表

（案）
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平成 30 年度 第１回金沢区米軍施設建設・返還跡地利用対策協議会 議事要録 

１ 日 時 平成 30 年 11 月 20 日(火) 午後４時～午後５時 

２ 場 所 金沢区役所 ３階３号会議室 

３ 出席者 金沢区米軍施設建設･返還跡地利用対策協議会 横井正巳会長ほか委員 11 名 

横浜市金沢区 國原章弘区長ほか４名 

横浜市政策局 松村岳利基地担当理事ほか４名 

防衛省南関東防衛局 山口剛部長ほか４名 

４ 概 要 

(1) 池子住宅地区及び海軍補助施設（横浜市域）における米軍家族住宅等の建設取り止め

について

【防衛省南関東防衛局より説明】 

１１月１４日の防衛省からのお知らせ「神奈川県内の米軍施設・区域の整理等につい

て」説明 

【主な意見要旨】 

ア 建設“取り止め”の意味合いについて

(ｱ）平成 16 年の日米合意に基づく建設計画は取り止めになったということだが、

今後二度と建設問題は起こらないと地元住民は判断して良いか。 

(ｲ）将来どうなるか分からないとなると、地元としては色々な疑念がでてくる。

(ｳ）また建設問題が起こるのではないかと心配である。

イ 飛び地の早期返還と跡地利用への全面的な協力について

(ｱ）平成 16 年に返還が合意されていた飛び地について、今回の日米合同委員会の

合意では触れられていない。国としてどのように対応するつもりなのか聞きた

い。

(ｲ) これまでの要望を踏まえて米軍に働きかけているという話があったが、飛び

地の早期返還について継続的に動いてもらいたい。 

(ｳ) 米軍の使用が終了したら返還されるということだが、飛び地は使用している

のか。使っていないなら返還すべきである。

(ｴ) 広域避難場所として使用する際に必要な物品を置く施設等を整備するなど、

横浜市を通して申し入れていく。

ウ 情報交換について

今回の説明で話し合いの打ち切りということではなく、国や横浜市とは常に情

報交換を行っていきたい。 

参考資料１
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(2) その他 

       なし。 

５ 資 料 

 (1) 次第 

 (2) （お知らせ）神奈川県内の米軍施設・区域の整理等について 

 

以上 
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参考資料２
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対策協議会 スケジュール案 
 

 

 

平成 30 年 11 月 14 日  日米合同委員会合意見直し発表 

          （池子住宅地区及び海軍補助施設（横浜市域）における米軍 

家族住宅等の建設取り止め） 

 

 

平成 30 年 11 月 20 日 

 

 

 

平成 31 年１月 25 日 

 

 

令和元年６月 17 日 

 
 
 

 
    対策協議会⇒横浜市 要望書提出 

 
 
 

横浜市⇒国 要請書提出 

Ｈ30年度第１回対策協議会 
日米合同委員会合意見直しについて説明（国⇒協議会） 

Ｈ30 年度第 1 回施設等建設対策部会（要望案検討） 

Ｒ元年度第１回対策協議会 
要望書検討 

参考資料３ 
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金沢区米軍施設建設・返還跡地利用対策協議会設置要綱 

平成 16 年 12 月３日制定 

平成 17 年 11 月 17 日改正 

平成 18 年 6 月 8 日改正 

 

 

（趣旨） 

第１条 池子住宅地区及び海軍補助施設の横浜市域における米軍住宅及びその

支援施設の建設に伴う周辺地域への影響や、富岡倉庫地区並びに旧小柴貯油

施設の陸地部分全域及び制限水域の一部並びに池子住宅地区及び海軍補助施

設の横浜市域の飛び地部分の返還に係る跡地利用等について協議し、地元の

意見・要望を関係機関に対し適時・的確に伝えることにより、地元の意向を

最大限に反映させることを目的とする。 

 

（名称） 

第２条 本会は、金沢区米軍施設建設・返還跡地利用対策協議会（以下「協議

会」という。）という。 

 

（組織） 

第３条 協議会は、地区連合町内会長及び単位町内会長を委員とし、組織する。 

 ただし、委員の定数は、20 名以内とする。 

 

（役員） 

第４条 協議会に次の役員を置く。 

（１）会 長  １名 

（２）副会長   ３名以内 

 

（役員の選任） 

第５条 会長の選出は、委員の互選による。 

２ 副会長の選出は、会長の指名による。 

 

（役員の任務） 

第６条 役員の任務は次のとおりとする。 

（１）会長は会務を総理する。 

（２）会長は会議を召集し、その議長となる。 

（３）副会長は会長を補佐し、会長に事故あるときは、あらかじめ会長の指定

した者が、その職務を代理する。 

 

（会議） 

第７条 会議は次のとおりとし、会長が必要と認めたとき、随時開催する。 

（１）役員会 

参考資料４ 
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（２）協議会 

２ 役員会は、正副会長で組織する。 

３ 協議会は、委員全員で組織し、協議会の最高意思決定機関とする。 

 

（部会） 

第８条 個々の課題について詳細な協議を行うため、協議会に次の部会を置く。 

（１）施設等建設対策部会 

（２）跡地利用検討部会 

２ 施設等建設対策部会は、池子地区に隣接する地区連合町内会長、単位町内

会長等で構成し、池子住宅地区及び海軍補助施設の横浜市域における施設等

建設及び飛び地部分の跡地利用に関する諸課題について協議を行い、その結

果について協議会に報告する。 

３ 跡地利用検討部会は、小柴、富岡地区に隣接する地区連合町内会長、単位

町内会長等で構成し、旧小柴貯油施設の陸地部分全域及び制限水域の一部並

び富岡倉庫地区の返還に関する諸課題について協議を行い、その結果につい

て協議会に報告する。 

４ 部会長は、副会長をもって充てる。但し、会長が部会長を兼ねることがで

きるものとする。 

 

（事務局） 

第９条 協議会の事務局は、金沢区役所区政推進課内に置く。 

２ 事務局の任務は次のとおりとする。 

（１）協議会の運営に関すること。 

（２）会議及び部会等における各委員の意見のとりまとめ。 

（３）協議会としての意見・要望を関係機関に伝達すること。 

 

（解散） 

第 10 条 協議会は、その目的を達成したとき、解散する。 

 

（委任） 

第 11 条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会

長が別に定める。 

 

（附則） 

 この要綱は、平成 16 年 12 月３日から施行する。 

（附則） 

 この要綱は、平成 17 年 12 月 14 日から施行する。 

（附則） 

 この要綱は、平成 18 年６月８日から施行する。 
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(仮称)小柴貯油施設跡地公園整備の進捗状況について 

 

（仮称）小柴貯油施設跡地公園につきましては、現況の自然環境や地形を活かしつつ、緑や環

境に係る活動、体験、学習や多様なレクリエーションに対応できることを目指して整備を行って

います。令和２年度末の第１期エリアの一部開園に向けて、今年度は引き続き、基盤整備、給排

水整備及び海食崖の安全対策のための待受擁壁等の整備を行ってまいります。 
 
１ 公園概要 

（１）所 在 地   金沢区柴町、長浜、長浜二丁目、並木三丁目 

（２）面積/種別   約 55.8ha／広域公園 

（３）主な施設   草地広場、多目的広場、管理センター、駐車場等 

（４）事業予定   平成26～令和14年度（2014～2032年度：19か年計画）事業工期を３期に分け

て整備を進め、令和２年度末に第１期エリアの一部開園を予定しています。 

 

２ 事業の進捗状況 

（１）平成 30 年度までに実施した主な事業 

  ア 汚染土壌処理 

     土壌汚染対策法等の法令に基づき、汚染土壌を小型地下タンクに封じ込める等の処理を

行いました。 

  イ 海食崖の安全対策（延長 約 550ｍ） 

     旧海岸線を形成していた海食崖の前面に安全対策のため待受け擁壁を整備しました。 

ウ 大型地下タンク（直径約 40ｍ、深さ約 30ｍ）の埋戻し（１基） 

他事業の建設発生土を活用して、大型地下タンク１基を埋め戻しました。  

エ 金沢区制 70 周年記念事業 健康ウオーキング 2018（参加者約 940 名） 

平成 30 年 11 月の健康ウオーキングコースの一部として見学していただきました。 

  オ 民有地の取得（約１ha） 

     平成 30 年８月に 75 名全員の土地所有者から取得しました。 

（２）今年度に実施する主な事業 

  ア 第１期エリア内の草地広場等の一部開園に向けた整備 

基盤整備、給排水管、橋梁他を整備します。 

  イ 大型地下タンクの埋戻し（１～２基） 

  ウ 海食崖の安全対策（延長 約 60ｍ） 

（３）令和２年度に実施予定の主な取り組み（予定） 

  ア 第１期エリア内の草地広場等の一部開園に向けた整備 

植栽（金沢八名木等）、遊具、駐車場、草地広場、トイレ、橋梁等を整備します。 

  イ 公園の命名 

ウ 第１期エリア内の草地広場等の一部公開 （令和２年度末に公開予定） 

令 和 元 年 ６ 月 1 7 日 

金 沢 区 米 軍 施 設 建 設 

・返還跡地利用対策協議会資料 

環 境 創 造 局 公 園 緑 地 整 備 課 
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令和２年度末 
一部開園予定 

第一期エリアの基盤整備 

大型地下タンクの埋戻し  

待受け擁壁（海食崖の安全対策） 
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